
中期経営計画Vision2028
MJSグループは、次のステージに進むべく「サステナビリティ2030」と「中期経営計画Vision2028」を推進し、
その基本方針・戦略を連動させて企業価値向上と社会の持続性の実現を目指します。

サステナビリティ2030中期経営計画 Vision2028の基本戦略

●ビジネスモデルの変革
（サブスクリプション
モデルへの移行）

●新規顧客の獲得による​
顧客基盤の拡大

●顧客生涯価値の最大化

クラウド・サブスク型
ビジネスモデルへの
転換

4 5 グループ連携強化による
グループ会社の独自成長促進
戦略実現を加速する
人材力・経営基盤強化6

●BPR推進、全社生産性の向上
●製品開発・サポート体制の強化
●働きがい、風土改革、   
社員モチベーション向上

●グループシナジーの発揮
●ガバナンス・コンプライアンス強化

お客さまを大切に、
そして社員の幸せを！
私たちは、企業理念のもと、
税理士・公認会計士事務所
とともに、中小企業の成長・
発展を支援し、また、中小
企業のサステナビリティ経
営を推進することで、持続
可能な社会の実現と企業価
値の向上を目指します。

中期経営計画Vision2028経営目標

※1 主力ERP製品のARR(Annual Recurring Revenue)は、各期末月の主力ERP製品の課金収入の12倍
※2 ソフト使用料全体ARRは、各期末月のソフト使用料課金収入の12倍
※3 システム導入契約のソフトウェア売上と本サブスク契約売上の比較

ソフト使用料全体ARR※2

200億円
（2025年度比＋75％）

主力ERP製品ARR※1

110億円
（2025年度比＋93％）

2028年度の売上における
主力ERP製品
サブスク比率※3

60%

主力ERP製品におけるサブスクリプション指標の目標　日本経済を支える中小企業の成長・発展
のために、会計事務所とともに寄り添い、
継続的に伴走支援します。「MJS DXコンサ
ルティング」やSaaS型ERPの提供、統合
型DXプラットフォームビジネスの推進を
通じて、新たな価値を創出し、その成長・発
展を支援します。ビジネスモデル変革を実
現し、 持続的な企業価値向上を目指します。

ビジネスモデル変革と
新たな価値創造への
チャレンジ

売上高 600億円（CAGR 7.0％）

経常利益 120億円（CAGR 20.4％）

売上高経常利益率 20%（2025年度実績14.0％）

ROE 18%（2025年度実績17.3％）

MJSグループ2028年度の経営目標

AI活用を前提としたDXコンサルティングとERPソリューションの高度化により、ビジネスモデルの変革を加速させる。

【ERP事業の成長のための新たな取り組み】
●新たなDXコンサルティング・サービス
●カスタマーエクスペリエンス（CX）･
  カスタマーサクセス（CS）体制の構築
●SaaS型ERP製品の開発・投入

会計事務所ネットワーク
No.1への戦略1
中堅・中小企業向け
総合ソリューション･ビジネス戦略2

統合型
DXプラット
フォーム戦略

3

【DXプラットフォーム
事業の挑戦】

●「Hirameki 7」 
	 ・コンテンツ拡充
	・有償化拡大
	・シナジー発揮

アウトプット／
中期経営計画
Vision2028

アウトカムビジネスモデルインプット

企業理念／サステナビリティ基本方針
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各基本戦略の主な取り組み
中期経営計画Vision2028

中堅・中小企業向け総合ソリューション・ビジネス戦略2 「MJS DXコンサルティング」、SaaS型製品、SI体制を通じて
中堅・中小企業のDXを実現

●伴走支援により中小企業のDXを支援

「MJS DXコンサルティング」の提供を開始1

●中小企業向け「LucaTech GX Lite」を提供開始
●中規模～中堅企業向けラインアップも提供へ

2 SaaS型ERP新製品
「LucaTech GX Lite」の提供を開始

●新リース会計基準、学校法人新会計基準などへ対応
●AI-OCRの強化やAI仕訳の他社連携の強化を継続実施

3 法制度対応・サービスの高度化を
継続実施

▼詳細はP.21

会計事務所ネットワークNo.1への戦略1 国内会計事務所のシェアを伸長し、
「MJS DXコンサルティング」を通じて会計事務所と顧問先企業のDXを実現

●ワンクリックでAIがレポートを自動生成
●�会計事務所職員の業務負荷軽減と、顧問先の満足度向
上に寄与

●会計事務所とともに顧問先のDXを支援 ●「AI-OCR」月間利用枚数が100万枚を突破
●会計事務所業務を平均45％効率化
※「AI仕訳」「AI-OCR」「MJS AI監査支援」の3つのAIサービスを提供

「MJS DXコンサルティング」の提供を開始1  3つのAIソリューション※により、 
会計事務所の業務効率化を支援2 「Hirameki 7」の経営分析プラスにて

 「AIレポート」を提供開始3

▼詳細はP.21

●MJSの全国33拠点、顧客基盤10万社への販売促進
●営業・サポート・コンサル1,200名体制で支援

統合型DXプラットフォーム戦略3 中小企業向けDXプラットフォーム「Hirameki 7」とMJS製品の連携を強化
また、MJS販売網と顧客基盤を活用し、コンサルティングも含めた普及促進へ

●�生成AIとデザインエディタが融合し、​
未経験者からプロまで幅広く利用できる

●ワンストップで制作からサイト公開まで可能

●プロンプトを入力するだけでデザインとコンテンツを自動生成
●AIがサイト生成し、細かな指示も可能
●ワンクリックで即時公開

Point

1 「AIサイト」の提供を開始 2 MJS顧客基盤への販売推進へ

▼詳細はP.26
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アウトカムビジネスモデルインプット

企業理念／サステナビリティ基本方針
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中期経営計画Vision2028

グループ連携強化によるグループ会社の独自成長促進5 MJSグループの成長戦略に即して各社の位置づけを明確にし、グループ
シナジーの発揮と収益性向上を最優先にグループの再編と強化を実行

クラウド型ERP事業

●シンガポールでのERP事業の
拡大およびASEAN市場の開拓

●グローバル経営力の強化

人事コンサルティング

●MJSユーザーへの
  人事サービスの提供
●人事系DXサービスの開発

システム開発

●MJSグループ開発体制の
強化
●技術者レベルの向上と
技術力の平準化

［戦略］ ［戦略］ ［戦略］ ［戦略］ ［戦略］
デジタルマーケティング支援

●MJSグループのデジタル
マーケティングの強化
●「Hirameki 7」事業の拡大

事業承継 /事業再生

●会計事務所および中小企業の
事業承継ニーズへの確実な対応
●M&Aビジネスの競争力強化

クラウド・サブスク型ビジネスモデルへの転換4 主力ERP製品のクラウド化・サブスク化により、
顧客メリットを最大化し継続的な関係性を構築

主力ERP製品のサブスクリプション移行が順調に推移

4

サブスク契約社数　�6,518社�
+52.9%（前年同期比）

ARPU　�873千円�
▲3.2%※（前年同期比）

ARR　�56.9億円�
+48.0%（前年同期比）

継続率　  99.4％／99.2％
� （3か月平均／12か月平均）

※ARPUの減少要因は低価格帯ERP製品の
計画的な販売増によるもの

戦略実現を加速する人材力・経営基盤強化6 継続的な人的資本経営の推進により、事業成長を加速

●2022年度から継続してベースアップを実施
●2026年度も実施し、昇給率は6.2％（ベースアップ含む）

●これまでのMJSの考え方や取り組みを体系的に整理し、社内外に明確に示す
●多様なプロフェッショナル人材が活躍する働きがいのある職場づくりを継続
●2026年4月1日公開

5期連続ベースアップ 「人権方針」／「DE&Iポリシー」を制定1 2

アウトプット／
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アウトカムビジネスモデルインプット

企業理念／サステナビリティ基本方針
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MJS DXコンサルティング
2025年4月より提供を開始した「MJS DXコンサルティング」は、
経営者の高齢化、IT知識や人材不足など、中小企業におけるDX推進への
課題に対し、専門知識を駆使して伴走支援し、解決するサービスです。

　AIをはじめ、デジタル技術の進展に
より、企業の競争環境は大きく変化し
ています。特に中小企業にとって、
DXは、もはや選択肢ではなく、持続
的な成長と市場競争力の強化に不可欠
な取り組みとなっております。
　その理由は、大きく4点挙げられます。

❶労働力不足と生産性向上の必要性
少子高齢化により労働力不足が深刻化
する中、限られた人員で生産性を高め
るにはデジタル技術の活用が欠かせま
せん。
❷市場環境の変化
業務の自動化やデータ活用を進める企
業が増え、効率的な経営を実現してい

る市場環境の変化です。こうした変化
に対応できなければ、競争力の維持は
難しくなります。
❸ビジネス環境の変化
行政や大企業のDX推進を背景に取引
先からもデジタル化を求められる場面
が増え、インボイス制度や電子帳簿保
存法の施行によりペーパーレス化・電
子化への対応も避けて通れなくなって
います。
❹コスト削減と収益性向上の観点
DXが進めば業務効率化によるコスト
削減や利益率改善が期待できるほか、
データ活用によるスピーディーな意思
決定や新たなビジネスモデルの構築が
収益性向上の新たな機会となります。

社会背景

中小企業の持続的成長と競争力強化を支えるDX
今DXに取り組むべき４つのポイント

DX

人材が

不足
している

DXの
必要性を

認識して
いない

DXによる

変化に

抵抗感
がある

DXのための

資金が

不足
している

中小企業でDXが進まない理由

「MJS DXコンサルティング」
とは？
　「MJS DXコンサルティング」は、​
「業務効率化」​「DX推進」​「競争力
の​向上」の実現を通じて中小企業
の成長を支援する伴走型サービス
であり、デジタル技術を活用した
ビジネス変革を戦略的なアプロー
チで後押しします。​
　低コスト・低リスクの​スモール
スタートで​始められ、​業務課題の​
分析から​IT投資計画の​策定、​ツ
ール導入までを​ワンストップで​支
援します。​
　全国​33拠点に​在籍する​ITコー
ディネータ有資格者を​中心に、​地
域密着で​お客さまに​伴走し、短期
間での成果創出を目指す「DXエ
ントリープラン」と、4フェーズ
に分けた本格的なコンサルティン
グを提供する「DX本格導入プラ
ン」を用意しています。

事業概要

サービスの特長

　会計事務所と​連携し、​顧問先企業の​収益
性向上を​目指す伴走型コンサルティングを​
提供。​両者がともに発展できる関係​づくり
を​後押しします。​さらに、​中小企業に​対し
ては、​経営課題の​明確化から、​デジタル戦
略や​業務プロセス改善の​立案まで、​包括的
な​コンサルティングを​行い、​企業価値の​向
上に​つなげます。​

提供価値

　コンサルティング企業は​戦略立案や​業務
改善の​提案に​強みが​ある​一方、​ITツールの​
導入・運用は​外部ベンダーに​依存する​傾向
が​あります。​​ベンダー企業は​ITツールの​
導入や​設定には​強みが​ある​ものの、​現状分
析や​経営視点での​課題抽出、​改善提案まで​
対応できる​ケースは​多く​ありません。
　「​MJS DXコンサルティング」は、​これま
での​豊富な​ソリューション提案・導入支援
実績を​ベースに、​経営課題の解決からITツ
ールの導入までを一貫して伴走できること
が強みであり、競争力強化に直結する提案
ができる点に市場での優位性があります。

強み・市場での優位性

アウトプット／
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アウトカムビジネスモデルインプット

企業理念／サステナビリティ基本方針
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2025年度の 振り返り 2026年度の 事業戦略

2025年度の 受注件数

230件

　サービス提供初年度であった2025年度は
PoC（概念実証）期間と位置づけ、お客さまへ
の支援を行いながら、実務知見の蓄積を進め
ました。
　2026年度はこれらの知見を基盤に、本格
的なDXコンサルティング提供を推進します。
　会計事務所の顧問先に向けては、会計事務
所のITパートナーとして、ともに顧問先のDX
ならびに経営情報の高度化支援を推進します。
　中小企業に向けては、新規顧客開拓におけ
る業務改善・システム提案の段階からDXコ
ンサルティングを提供していくことで、お客
さまの信頼と満足を獲得し、ソリューション
ビジネス全体の伸長を目指します。
　これらの取り組みにより、「会計DX＝MJS」
のポジションを確立します。

DXコンサルティングの
本格展開で

「会計DX=MJS」地位確立へ

● �ITコーディネータ有資格者は2026年度
は140名からスタートしており、2027年
度には160名規模を目指す

● �生成AIを活用し、提案書などのテンプレ
ート化を進め、提案水準を引き上げる

● �同様に、AIの活用によりコンサルタント
の生産性を20～40％向上させる

AIを活用した生産性向上
により提案を高度化

想いに耳を傾け、ありたい姿への道筋を描く
　企業経営に関わる方々は、持続的成長と競争力強化
に向け、ヒト・モノ・カネ・情報という4大経営資源を未
来にどう進化させ、そのIT戦略をどう描くか模索して
います。こうした想いにじっくりと耳を傾け、現状(As-
Is)とありたい姿(To-Be)を丁寧に可視化することが、
DXコンサルティングで最も大切にしていることです。
　対象は法人全体から部門・業務単位まで様々ですが、
そのギャップを解決する道筋を描くことが我々の使命
です。MJSに140名在籍するITコーディネータ有資
格者を中心に、お客さまの「ありたい姿」の実現に貢献
してまいります。

取り組みから 見えた
中 小企業の 課題
❶ �業務の属人化により、担当者の不在時
に業務対応が停滞し、組織運営に支障
をきたす人的リスク

❷ �非効率な業務フローにより、システム
や部門間の連携不足と過度な人依存
が生じる効率化リスク

❸ �未システム化により、販売機会逸失や
顧客対応の遅延などが生じる収益機
会損失リスク

「会計DX=MJS」の 
ポジション確立

2027年度目標

2025年度の  PoCで 得た 実務知見
取り組みを 支える 基盤

2026年度の 取り組み

会計事務所の
顧問先に向けて
● 経営情報の​高度化支援

中小企業に向けて
● 新規顧客開拓に​おける​業務改善
● システム提案の​段階から​
　DXコンサルティングを​提供

essage

取り組み事例

● �製造業での販売管理システムの刷新
にあたり、全社的な生産性向上を目指
し、自動化の改善提案を実施

▼詳細はP.24

● �会計事務所の理想と現状のギャップ
を整理し、優先度を定め、システム連
携、テレワーク環境整備等を支援

▼詳細はP.23

● �工事業での原価管理ソフトの刷新に
あたり、プロジェクトを牽引し、業務
フローのデジタル化を支援

▼詳細はP.25

MJS DXコンサルティング アウトプット／
中期経営計画
Vision2028

アウトカムビジネスモデルインプット

企業理念／サステナビリティ基本方針

執行役員
西日本
ソリューション
統括部長
宮崎 健史
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お客さまの経営最適化や業務改革を伴走支援する、DXコンサルティングの支援事例をご紹介します。

会計事務所の お客さま

会計事務所のありたい姿へ伴走するDX支援
事例

1

5年後のありたい姿を
所長先生から引き出す
　MJSユーザーの会計事務所さまにMJS 
DXコンサルティングの説明をしたところ、
「支援してほしい顧問先がいるが、その前
に自分たちのDXを進めたい」という相談
を受け、PoCを実施しました。
　同事務所の所長先生は「テレワークを推
進し、より幅広い層の人たちが働きやすい
環境を整えたい」という思いを抱いていま
した。しかし、テレワーク環境を整えるに
は、勤怠管理や経費精算などをデジタル化
するだけではなく、事務所職員の管理や会
議などのコミュニケーションをリモートで
も円滑に行うための整備など、いくつもの
課題に取り組む必要があります。
　そこで、コンサルティングの進め方とし
ては「5年後、どのような事務所でありた
いか」をテーマに、所長先生への複数回に
わたるヒアリングを実施することとしまし
た。あるべき姿と現状とのギャップに注目
しながら、そのために必要な手立てとその
優先度を検討していきました。

課題を整理し、
As-Is／To-Beを提示
　ヒアリングを重ねていくうちに、見えて

きた課題は「情報の一元化」「業務の見える
化」「業務の効率化」の必要性でした。課題
に対するビジョンを明確化した結果、低リ
スク・スモールスタートで始めることとし
ました。すでに利用中の会計事務所向け
ERP製品「ACELINK NX-Pro」の機能を最大
限に活用していく方針を固め、現状（As-Is）
と今後の展望（To-Be）をDXソリューション
MAPとして示すDX提案書を提出しました。

コンサルティングを通じて
起きた、もうひとつの変化 　　

　また、コンサルティングを行う中で、こ
の会計事務所さまの中で起きたもうひとつ
の大きな変化は、これまでは公開していな
かったホームページの制作を検討し始めた
ことです。紹介ベースで顧問先を拡大して

きたため、集客のためのホームページへの
必要性は感じていなかったところから、将
来に向けた人材採用や顧問先への情報提供
のためホームページの必要性に思い至った
とのことで、前向きに検討いただいています。
　なお、その後、DXに課題のある顧問先
を複数ご紹介いただき、会計事務所さまと
ともに改善提案を行っています。

ヒアリングで 整理した 会計事務所の 未来像

スモール
スタート

段階的
DX推進

既存のMJSシ
ステムの機能
を徹底活用し
た効率化・業務
の整理を実施

勤怠管理や経
費精算のデジ
タル化、コミュ
ニケーション
ツールの整備
などを実施

DXの推進によ
り、職員一人ひ
とりがより安心
して力を発揮で
きる会計事務
所となる

5年 後の目標

お客さまが 抱えていた 課題

成果
● 事務所の 将来像が 明確に なった 
● DX推進の 優先順位が 整理された 
● 採用や 情報発信強化にも 

視野が 広がった

支援内容

● 5年後に ありたい姿を ヒアリング 
● 現状業務と 経営課題を 整理 
● DXソリューションMAPを策定
● 優先順位を定め、

段階的なDXを支援

各職員の仕事の
進捗はそれぞれ
が管理し、共有
化されていない

会 計事務 所 
 所 長さま

MJS DXコンサルティング

テレワークを推
進し、多様な人が
働きやすい職場
にしたい

　この事例のように、「DXに興味
はあるけれど、忙しいから手が回
らない」というお客さまは多いか
と思います。
　経営者の会社への想いや事業構
想を深くお聞きし、お客さまと長
期的な関係を築くことを重視して
います。

　人手不足の課題も鑑み、MJSが
主導してプロジェクトを牽引する
姿勢も大事だと考えています。今
後は若いメンバーも同様のコンサ
ルティングができるよう育成し、
会計事務所や顧問先のお客さまの
DXを支援することで、MJSの価値
を高めていきたいと考えています。
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中 小企業の お客さま

現場の声を起点に、販売管理業務の生産性を向上
事例

2　　
幅広い部門の業務改善が
必要なため、
現場の本音に迫る
　製茶業などを手掛けているお客さまが約
20年前に導入した販売管理システムの買
い替えを検討。「単に販売管理システムを
入れ替えるだけではなく、全社的に生産性
の向上を目指すべき」という観点からDX
支援を提案し、PoCの実施に至りました。
　今回のコンサルティングでは、幅広い部
門の業務改善が必要とされていたので、ま
ずは現場の声に耳を傾けることから始めま
した。ランチミーティングや座談会などで
ヒアリングを繰り返し、少しずつ現場の皆
さまの本音に迫っていきました。最終的に
経営陣も現場も前向きにDXを検討される
ようになりました。

業務フロー見直しとともに、
システムも
自動化を目指す
　このお客さまに限らず、製茶業界では、
今も手書き書類が多く、ファックスや電話
による注文も多数あります。そこで、新た
に導入する販売管理システムのグランドデ
ザインの際には、より業務にマッチしたシ
ステムに仕上げることを提案しました。

　例えば、業務フローの中にOCRツール
を組み込むことで、手書き書類の注文内容
がほぼ自動的にデータ化され、システムに
連携される仕組みをご提案しました。こう
した内容には従業員の皆さまにもご満足い
ただけ、経営者の方からも「相談して良か
った」と言っていただけました。

DXに意欲を持っていただく
ための演出にも注力 　

　なお、提案時には、お客さまに、よりDX
に関心を持っていただくため、冒頭に生成
AIで作成した同社のPR映像を流す演出を
実施しました。その狙いは的中し、多くの
従業員の方が興味を示し、さらにDXに意
欲を持ってくださるようになりました。

お客さまが 抱えていた 課題

約20年前に導入
した販売管理シ
ステムを買い替
えたい

手書きの受注書
類が多く、入力
や煩雑な作業に
より生産性に影
響が出ている

成果
● 経営陣と現場がDXに前向きになった
● 業務フローに沿ったシステム提案に

より、現場の満足が得られた 
●コンサルティングを経営陣が

前向きに評価

支援内容

● 単に販売管理システムを入れ替え
るのではなく、全社的な生産性向上
をゴールに設定

● 複数部門に対するヒアリングによる
業務の棚卸しを実施し、業務フロー
を踏まえた販売管理システムの刷新
を提案

お茶の 製造卸業
担当者さま

業務フローの ヒアリングに 基づく
 新システム提案

手書き書類による受注業務を自動化し
業務効率化とミス削減を実現

手書き書類はスマートフォンや
スキャナで読み取り画像化
手書きの注文書などは、スマー
トフォンやスキャナで読み取
り画像ファイルに出力します。

画像ファイルをOCR解析し、
文字データ化
OCRで画像ファイル内の文字
を読み取り、データ化した内容
をCSVファイルに出力します。

CSVファイルは
販売管理システムに連携
出力したCSVファイルは新た
な販売管理システムとデータ
連携。 ～ を自動化します。

1

2

3

OCR読み取り

JPG
PNG

　お客さまの中でも特に現場の担
当者さまに寄り添い、信頼関係を
築くことを心掛けています。
　外部からのコンサルティングへ
の抵抗感を考慮し、現場の方々と
の密なコミュニケーションを大切
にしています。
　コンサルタントという立場は、

より幅広い視野で、お客さまと向
き合えます。MJSの製品に限らず、
自身の知識やアイデアを含めて総
合的な提案をすることにやりがい
や達成感を覚えています。
　今後もMJSができる新たな価
値提供の実績をつくっていきます。
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中 小企業の お客さま

業務の一気通貫フロー構築によるDX支援
事例

3

原価管理ソフトの刷新を
電子化のきっかけにしたい
　工事業のお客さまにDXコンサルティン
グを紹介したところ、原価管理ソフトの刷
新についてのご相談をいただきました。
　そのお客さまは、見積もりから請求まで
の工程の多くをExcelと紙で管理しており、
この機会に電子化を進めることができるソ
フトの導入を検討されたいとのことでした。
そこでMJSにPM（プロジェクトマネージャ
ー）的な立ち位置で支援してほしいとの要
望をいただきました。
　現在お使いの原価管理ソフトは一部の管
理部門の方が扱っており、現場に即した案
件の進捗状況や予算対比、発注の内容とい
ったものを全社の関係者が共有できる状況
ではありませんでした。そのため、業務フ
ローの見直しも含めた体系の再構築を望ま
れていたのです。

現場へのヒアリングで
業務フローを見える化
　管理部門の方々をはじめ、現場の方々に
もヒアリングを重ね、現状の業務フローを
まとめました。さらに、細やかな要望まで
汲み取った形で、各業務を一本化し、業務フ
ローと各現場担当者の方が担当されている

工事の状況をすべて把握できるような体系
を考案しました。
　そして、これらの業務フローに合致する
企業3社のワークフロー一体型の原価管理
ソフトを選定。初期費用や年額利用料、カ
スタマイズの柔軟性、導入サポート体制、打
ち合わせ回数などが一目で比較できる表を
作成して、どのソフトの導入が望ましいか、
お客さまにご検討いただくことにしました。

原価管理ソフト刷新に
とどまらないDX提案
　DX提案の際には、原価管理ソフトの刷新
をきっかけとした、お客さまの社内全体の
業務効率化の提案を実施。原価管理ソフト
による一気通貫した業務フローの確立を目
指すとともに、EDI※構築による企業間取引
のデジタル化なども提案しました。

お客さまが 抱えていた 課題

支援内容

● 原価管理ソフト刷新への
　プロジェクトマネージャーの役割
●ヒアリングに基づく業務フローの
　確認と見直し
● 業務のデジタル化提案
● 課題に対してシステム対応が
　可能なソフト3社分の比較提案

● 電子化（業務のデジタル化）を実現
● 業務負荷軽減と属人化回避が
　期待できる

成果

原価管理ソフト
の刷新と電子化
を実現したい

業務フローの見
直しも含め体系
を再構築したい

工事業
担当者さま

3社比較表のイメージ

　DXコンサルティングは、従来
のソリューション提案の中で行っ
てきたヒアリング、提案構成の検
討、提案書の作成・提出といった
プロセスと、本質的には大きく変
わらないと考えています。お客さ
まが抱える日常的な課題を丁寧に
見極め、要件を整理したうえで、

「こうすれば解決できる」という道
筋を描き、その入口にコンサルテ
ィングを据えるイメージです。
　一方でITコーディネータ資格
取得後は、経営者の方に直接ご提
案する機会も増えました。今後も
お客さまにDXを考えていただけ
るよう、日々精進していきます。
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※EDI（電子データ交換）とは、企業間の受発注や納品、請
求などの取引データを、標準化された形式でシステム間に
おいて自動的に交換する仕組み

システム提供会社 A社 B社 C社
導入管理費 ◎◎円 ◎◎円 ◎◎円
初期費用 ◎◎円 ◎◎円 ◎◎円
年額利用料 ◎◎円 ◎◎円 ◎◎円
導入期間 6カ月 24カ月 16カ月
カスタマイズ △ ○ ○

導入形態 オンライン 訪問＋
オンライン オンライン

打ち合わせ回数 9回 制限なし 制限なし
要件定義 × ○ ○

データ移行（残高） × ○
（3回まで)

○
（都度)

　提案の成果として、お客さまの業務が電
子化され、紙の削減と業務効率化が期待で
きます。入力されたデータを活用する仕組
みのため、転記ミスの防止や業務負荷軽減
も見込めるようになりました。　

ソリューション
中国支社 営業
西川 善貴
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Hirameki 7
グループ会社のトライベック株式会社が運営する「Hirameki 7」は、
中小企業向けの営業力強化や業務効率化を実現するツールが
ワンストップで揃うDXプラットフォームです。

　近年のAIの急速な進化や行政のデジタル化
などを背景に、大企業ではDXが進む一方、中
小企業の対応度はまだまだ低く、深刻なデジタ
ル格差が生じています。対応が遅れている大き
な理由としては、「何からどう手をつければい
いのかわからない」といった不安や悩みがある
ことです。
　MJSグループのトライベックが中小企業経
営者に行った調査でも、収益性の課題、コスト
削減の課題と並んで、デジタル人材不足の課題
が挙げられています。

収益性、コスト削減の課題と
並んでデジタル化が急務

※出典：トライベック・ブランド戦略研究所実施「中小企業向け意識
調査2021」より

経営者が抱える
企業経営のお悩み TOP3

デジタル人材難 デジタル化を推進できる
人材の不足

収益性の向上 ホームページも脆弱で
集客や顧客化に課題

コスト削減 コスト削減のために
何が必要なのかが不明

社会背景

Hirameki 7とは？
　「Hirameki 7」は、Webサイト制作、営業リス
ト作成、名刺管理、案件管理、メール一斉送信、フ
ァイル共有、資金調達支援など、顧客獲得から業
務効率化、企業経営に至るまで必要な機能をひと
つのプラットフォームで提供する中小企業向けの
DX支援サービスです。低コストかつ直感的に使
える操作性で、デジタルの力を活用した新しいビ
ジネス成長の機会を提供します。
　上記に加え、MJSの会計事務所ユーザー向けに
は、顧問先の経営指導を支援する専用機能「経営
分析プラス」も提供しています。
　月額1,200円から利用可能です。

　2026年3月に提供を開始した新機能
「AIサイト」は、Webサイト制作の専門
知識がない方でも、資料となるPDFや
URL、プロンプト（AIへの簡単なテキス
トの指示）を入力するだけでAIが写真画
像を含むデザインとコンテンツを自動生
成します。生成したページは、一部分だ
けをAIに再調整させたり、デザインエ
ディターで自由に編集・カスタマイズし
たりできるため、「AIがつくってヒトが
仕上げる」制作体験が可能です。
　また、300種類以上のデザインテンプ
レートも用意しています。
　完成したページはワンクリックするだ
けで即時公開できるため、ワンツールで
Webサイトを開設できます。
　検索エンジンに表示されやすいように
最適化もされています。

AIが Webサイトを生成！
制作～公開がワンツールで
可能な「AIサイト」

サービスの特長
Pick Up 機能 1

マーケティング

AI生成とデザインエディ
ターがひとつに融合し、生
成したページをそのまま自
由に編集できます。

作成したいサイトの内容や
参考URL、資料、プロンプ
トなどを入力します。

AIサイト利用の流れ

完成したサイトはワンクリ
ックで即時公開が可能です。

マーケティング

顧客を増やす

オペレーション

時間を増やす

ファイナンス

資金を増やす

コミュニケーション

仲間を増やす 売上を増やす

ビジネス

人材を増やす

コーポレート

が支援する領域

事業概要
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事業概要 2025年度の振り返り

2026年度の事業戦略

　「Hirameki 7」はこれまでトライベック
による運営・集客を行ってきましたが、加
えて2025年度からMJSによる営業活動も
開始しました。中小企業への導入提案はも
ちろんのこと、会計事務所ユーザーには「経
営分析プラス」の機能を訴求した導入提案
を行いました。
　「経営分析プラス」が出力可能な、経営分
析報告書、ビジュアルレポート、月次レポ
ート、年次レポートは、年間を通じて一定
の需要が確認できました。

　会計事務所ユーザーに向けては、ミロク会計人会ととも
に新たな機能開発を検討するなど、利用者本位の機能提供
を進めることで、さらなる普及に努めていく考えです。
　中小企業に向けては、2026年3月に提供を開始した新
機能「AIサイト」を訴求していく考えです。MJSの全国33
拠点の1,200名規模の営業・サポート・コンサル体制を通じ
て、10万社に及ぶ中小企業の顧客基盤を中心に、DX推進
の一環として「Hirameki 7」の普及を図ります。

「経営分析プラス」出力数で
需要が確認できた1年

「AIサイト」を軸に、
中小企業への提案を強化

経営分析プラス出力数 （集計期間：2025年6月～2026年4月）

ビジュアルレポート

月次AIレポート

年次AIレポート

経営分析報告書

5,0004,0003,0002,0001,0000

販売促進

顧客基盤

10万社

MJSの全国拠点における
営業･サポート・コンサル体制

1,200名超

　2025年5月に提供を開始した「AIレポート」は、MJSの
会計事務所ユーザー向けに提供している専用機能「経営分
析プラス」の新機能です。
　顧問先の会計データをもとに、売上高などの指標を前年
同月と比較できる「月次レポート」と、売上高、経常利益な
どを５期比較できる「年次レポート」を会計事務所ユーザ
ーはクリックひとつで出力できます。また、それぞれのレ
ポートは7つの公的統計に基づく景気動向などを分析した
コメントを生成AIが作成します。会計事務所による顧問
先指導の生産性と満足度の向上を実現しています。

年次AIレポートの簡易キャッシュフロー計算書はExcelデー
タでもダウンロード可能

Hirameki 7

会計データと公的統計に基づいた
分析コメントを自動生成する「AIレポート」

サービスの特長
Pick Up 機能 2

ビジネス

2,238

3,273

2,574

4,834

アウトプット／
中期経営計画
Vision2028

アウトカムビジネスモデルインプット

企業理念／サステナビリティ基本方針

27イントロダクション 価値創造ストーリー 経営資源の強化 コーポレート・ガバナンス 企業データ戦略



新技術が 切り拓く MJSの 新局面

生み出される価値競争力の源泉

エコシステムの
構築

継続的な
顧客接点と

収益基盤の強化

顧客業務への
理解と知見

広い
顧客基盤

堅牢な
技術基盤

生成AIの普及により、製品の競争力は機能から価値提供の対応力と継続性へ転換しています。
MJSは実務知見と技術基盤、顧客基盤を活かし、AI活用を通じて競争力強化を積極的に推進しています。

製品の 競争力 

　AIやクラウド技術の進展により、企業を
取り巻く事業環境は急速に変化しています。
　従来のソフトウェア開発において重視さ
れてきた機能や品質に加え、変化に迅速に
対応し、継続的に価値を提供できる体制が
求められています。特に会計・税務ソフト
ウェアの領域では、法改正への即応性と、
業務プロセス全体を支援するサービスへの
進化が顧客から強く期待されています。ま
た、顧客ニーズの高度化・多様化が進む中
で、業務理解に基づいた付加価値の創出が
競争力の重要な要素となっています。
　MJSは、​会計事務所・中​小企業との​長期
的な​信頼関係を​築いてきました。​その​信頼
を​基盤に​、​顧客課題の​解決を​通じて​継続的
な​価値を​創出していきます。​

　MJSは会計・税務を中心に会計事務所や
中小企業に密着した事業を長年にわたって
展開してきました。
　その過程で、顧客の業務プロセスや課題
に対する深い理解と知見を蓄積しています。
　単なる機能提供にとどまらず、インボイ
ス制度や電子帳簿保存法といった法制度の
変化にも即座に対応しながら、顧客の業務
に最適化された価値を提供できる点がMJS
の強みです。
　こうした業務理解に基づく開発姿勢は、
汎用的なソフトウェアベンダーとの本質的
な差別化につながる重要な基盤となってい
ます。

　MJSはクラウド技術やAI技術の進展を
踏まえ、これまで積み上げてきた技術資産
を基盤としながら、堅牢で拡張性の高いシ
ステム基盤の構築を進めています。
　継続的な機能改善や新技術の取り込みを
可能とする開発環境を整備し、安定性と柔
軟性を両立したサービス提供を実現してま
いります。
　また、既存資産との整合性を保ちながら
段階的にモダナイゼーションを進めること
で、顧客にとって業務継続性を損なうこと
なく新機能を享受できる環境を実現してい
きます。
　これらの技術基盤は、中長期的な競争力
を支える重要な要素となっています。

MJSの競争力創出モデルと
その源泉
顧客業務への深い理解と知見

　MJSは全国の会計事務所および中小企業
との強固なネットワークを背景に、多様な顧
客接点を有しています。これらの関係を基
盤に、プロダクト単体の提供にとどまらない
業務エコシステムの構築を進めています。
　会計事務所が企業を支援するという業界
構造を活かし、会計事務所と企業の双方を
つなぐプラットフォームとしての役割を担
いながら、パートナー企業との協業を通じ
てソリューションの幅を拡大しています。
こうした取り組みにより、単一ベンダーで
は不可能な価値連鎖を生み出し、競争優位
性を強化しています。

継続的な顧客接点と収益基盤の強化 　

　長年にわたり築いてきた顧客基盤を背景
に、継続的な顧客接点を通じた価値提供を
行っています。
　製品の提供に加え、サブスクリプション
モデルへの移行を進めることで、導入後の
サポート・アップデートを通じた顧客接点
を拡充し、顧客ニーズの的確な把握と迅速
な対応を実現してきました。
　顧客との関係性そのものが、MJSの競争
力の一部を形成しています。

堅牢な技術基盤 エコシステムの構築時代の変化に伴う
経営課題に向き合う
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　生成AIの進展により、ソフトウェア開
発の競争軸は大きく変化しています。
　従来重視されてきた機能や品質に加え、
開発スピードと継続的な価値提供が、競争
力を左右する重要な要素となっています。
特にクラウドサービスの領域では、市場や
顧客ニーズの変化に迅速かつ柔軟に対応で
きる開発体制が求められており、単なる機
能提供にとどまらない継続的な価値創出が
競争力の差異を生むようになっています。

　MJSはこうした環境変化を踏まえ、AI
を活用した開発により、設計・実装・テスト・
修正といった開発プロセス全体の効率化と
高度化を進めています。
　開発の各工程においてAIを活用するこ
とで、コード生成支援による実装速度の向
上、テスト自動生成によるバグ検出の早期
化、レビュー支援による品質均質化を図り、
開発者の生産性向上と品質の安定化を同時
に実現しています。
　これにより、開発リードタイムの短縮と
品質向上を同時に実現するとともに、開発
コストの最適化や生産性向上を通じて、収
益性の改善にもつなげてまいります。
　さらに、継続的な改善サイクルを高速で
回せるため、お客さまに対してよりタイムリ
ーに価値を提供することが可能になります。

　AIを活用した開発の高度化には、個々の
技術的知見に加え、開発現場のノウハウや
プロセスを蓄積し、組織として活用する技
術資本が不可欠です。
　MJSでは、会計・税務分野で積み重ねて
きた業務知見や技術ノウハウに加え、開発
プロセスで蓄積されるデータや知識を活用
することで、継続的な価値創出につなげて
います。
　会計・税務ロジック、法改正対応ノウハ
ウ、お客さまからのフィードバックによる
機能改良などは、AIでは代替できない
MJS固有の学習資産であり、開発の効率化・
品質向上を支える基盤として機能していま
す。これらの技術資本こそが、中長期的な
競争力の源泉となっています。

　AIを活用した開発においては、設計・実
装・テスト・修正の各工程で得られるデータ
や知見を蓄積し、それを再活用する仕組み
が重要となります。
　MJSでは、開発現場で蓄積された知識や
ノウハウを体系化し、次の開発に活かすこ
とで、継続的に開発力を高める取り組みを
進めています。
　また、ベテラン開発者の業務判断ロジッ
クや暗黙知をルールとして整備し、人材育
成を通じて組織全体に浸透させることで、
経験やスキルを組織の資産とし、個人に依
存しない開発体制の構築を図ってまいりま
す。これにより、安定した品質と生産性を
維持しつつ、競争力の持続的な強化につな
げています。「LucaTech GX」の​開発現場
での​実践を​起点に、​AI を​活用した​開発の​
高度化を​段階的に​推進して​まいります。

開発プロセスの 競争力

AI駆動開発で
競争優位を確立

中長期の競争力を支える技術資本

リードタイム短縮と
利益率向上を両立

 AI が開発をサポート

設計

整合性
チェック

実装

画面ロジック
自動生成​

テスト

テストケース
自動生成​

修正

不具合原因の
特定

これから目指す未来

展開フェーズ
グループ全製品へ

AI開発の適用範囲を拡大

定着フェーズ
AI活用を前提とした

人材育成・評価制度の整備

現在進行中

実践フェーズ
LucaTech GX開発で実践
AIのスキル・精度を向上中

新技術が切り拓くMJSの新局面
AI技術の進展により、ソフトウェア開発プロセスと競争力も大きく変化しています。
クラウド市場では価値提供の速度が競争力となる中、MJSはAI活用を「LucaTech GX」の開発で実践しています。
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社会背景 成長戦略

　ASEAN地域では経済成長と人口増加を背景に、企業
活動の拡大が続いています。シンガポールは地域のビ
ジネス拠点として、多くの日系企業が進出しています。
　近年は新規設立企業も増加し、現地での業務高度化が
求められています。こうした環境変化に対応し、企業経
営のデジタル化ニーズが高まっています。

日系企業の進出が加速する
ASEAN地域の成長機会

　2025年10月には、​シンガポールの​クラウドERP
企業Synergix Technologies Pte Ltd.を​子会社化
し、​ASEAN事業を​本格始動しました。​Synergixの​
多通貨・​多言語対応の​ERP製品を​起点に、​ASEAN
市場への​段階的な​展開を​図ります。​MJSの​財務・会
計ノウハウと、​Synergixの​業種特化ERP製品を​融
合し、​AI等の​先端技術も​活用した​新たな​価値創出
を​目指します。​さらに、​グループの​ガバナンス体制
を​高度化しつつ、​多様な​人材の​知見と​強みを​融合さ
せる​ことで、​持続的な​成長を​支える​グローバル経営
力を​高めて​まいります。​

製品・開発・拠点の強みを
組み合わせ、ASEAN全体への
展開基盤を構築

Synergixグループインの  3つの 目的

シンガポールに おける 日系企業の 進出

在シンガポールの
日系企業数※

4,558社
（2024年3月時点）  

日系企業の
設立時期

在シンガポール
日系企業の7割が
2011年以降に 設立

2010年​
以前​
32.1%

201​1年​
以​降
​67.9%

シンガポールを​起点と​し
て、​ASEAN全体を​見据
えた​事業展開を​計画

3

多通貨・​多言語対応の​
ERP製品と​多数の​導入
実績を​持つ企業を​迎える​
ことで、​ASEAN市場へ
の​事業展開基盤を​構築

1

ERP

ベトナム拠点に​おける​
開発体制を​活用し、​品質
と​コストの​バランスが​
確保された​開発体制を​
確立

2

品質 コスト

ASEAN市場における成長戦略
Synergixを起点としたASEAN事業への戦略投資を進め、MJSとSynergix の強みを融合し、
段階的な展開を加速することで、持続的な企業価値向上を目指します。

※�日本の​住所を​持つ法人・個人の​出資が​10％以上の​企業を​「日系企業」と​
定義
参考：��JETROの​ハンドシェイクス（シンガポール会計企業規制庁認定デー

タベンダー）分析結果

　MJSグループは、​「ASEANに​おける​SME※向け
ERP市場No.1」と​いう​夢の​実現に​向けて、​次なる​
成長の​機会を​ASEAN市場に​見出しています。​国内
市場が​成熟期を​迎える​一方、​人口増加や​経済成長を​
背景に​高い​成長が​見込まれる​ASEAN市場は、​MJS
グループの​中長期の成長を​支える​戦略市場です。​

ASEAN市場における
事業展開を本格化し、
グループとしての
成長領域の確立を図る

※�SME（Small and Medium-sized Enterprises）：中小企業を指し
ます。
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成長戦略

　ASEAN地域では企業規模や業種に応じて、 
ERPに求められる機能や価格帯が大きく異な
ります。 Synergix ERPは現地商習慣や業界業
種別の業務に適応した柔軟な設計により SME
市場を中心に実績を積み重ねてきました。 
　さらにMJSグループへの参画により、 事業の
継続性やガバナンス体制が強化され、 顧客にと
ってより安心して利用できる基盤となりました。
　これにより高機能と価格競争力に加え、 信頼
性を備えた独自のポジションを確立し、 外資
系・ローカル企業との差別化を図ります。

機能と価格のバランスに
優れたERP製品に、MJSの安定
した事業基盤を掛け合わせ、
独自のポジションを確立

概要

　Synergixは創業以来35年、累計600社の導入実績を有する
シンガポールSME向けERP市場のリーディングカンパニーで
す。多様な業種に対応する柔軟なERP製品と、多通貨・多言語・
現地税制への対応により、シンガポール現地企業を中心に広く
利用されています。

多様な専門性を持つ
メンバーが連携し、
ASEAN事業の展開を推進
　長年培ってきた顧客基盤と営業力を背
景に、シンガポールにおける安定した事
業運営を維持しつつ、成長を支える体制
を構築しています。MJSの参画により
経営基盤の強化が進み、既存基盤を活か
した事業展開を通じて、ASEAN市場に
おける事業拡大を図っています。

ASEAN市場で 事業展開を 支える メンバー

Synergixチーム
異なる国籍・バックグラウン
ドを持つメンバーがそれぞれ
の知見を持ち寄ることで、現
地市場に適した意思決定と事
業運営を実現しています。

Synergix ERPの特長

多 通貨 ・
多 言語 対応

現地商習慣に適応したシステム設計
日系企業が​海外拠点で​直面する、​現地商習慣との​違い、​現地
企業との​取引プロセスの​差異、​現地スタッフに​よる​運用の​難
しさ、​といった​課題に​対し、​Synergix ERPは​実務で​求めら
れる​運用に​合わせた​設計で、​現地での​業務定着を​支援します。​

シンガポールの 
現地税制に 対応

シンガポール以外のASEAN諸国の現
地税制にもカスタマイズ対応可能です。

グローバル戦略の 進捗

ASEAN市場でのポジショニングマップ

L社 M社 N社

O社 P社 Q社

導
入
コ
ス
ト

高低
低

高

機能性

Basic ERP

F社

I社 J社

G社 H社

K社

D社 E社SME ERP

A社

C社
B社Enterprise ERP

ASEAN市場における成長戦略

Now

● �Synergix（累計600社の導入実
績）を​グループ化し、​ASEAN
事業を​本格始動

Synergixを 起点とした
 ASEAN事業基盤の 構築

● �多通貨・多言語・現地税制対応の​
クラウドERP基盤を​確保

● �シンガポール現地の​日系企業へ
の​新規開拓を​推進

● �日系企業での​実績を​活かし、​ロ
ーカル企業へ​顧客基盤を​拡大

ASEAN各国に おける
 提供価値の 拡大

Next

● �各国の​法規制・商習慣に​対応し、​
ASEAN各国への展開を推進

● �ベトナム開発拠点を​活用しグル
ープ製品競争力を​さらに​強化

● �ASEAN SME向けERP市場で信
頼性を​確立

ASEAN SME向けERP
市場での ポジション確立

Goal

● �高品質​・信頼性・適正価格で​外資
系・ローカルSIとの​差別化を​実
現

● �ASEAN事業を​MJSグループの​
第2の​収益の柱と​して​育成

※対応​言語：英語、​中
国語、​タイ語、​ベトナ
ム語、​インドネシア語
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財務戦略

財務戦略の基本方針

　MJSは、健全な財務基盤を維持しながら、企業価

値の持続的な向上を目指す財務戦略を推進していま

す。限られた経営資源を最適に配分し、収益性・効

率性・持続性のバランスを重視した資本運用を行う

ことで、中長期的な成長と安定的な株主還元の両立

を図ります。

　MJSの財務戦略は、単なる数値目標の達成にとど

まらず、事業戦略と連動した資本政策の実行を通じ

て、企業としての社会的責任を果たすことを重視し

ています。

　外部環境の変化に柔軟に対応しながら、将来の成

長機会を逃さないための備えを常に意識し、持続可

能な経営基盤の構築に取り組んでいます。

　今後も、財務の健全性を堅持しつつ、戦略的な投

資判断と株主還元の最適なバランスを追求し、企業

価値の最大化に向けた取り組みを着実に進めてまい

ります。

2025年度業績と今後の見通し

　2025年度は、クラウド・サブスク型サービスへの

移行を継続的に推進し、2024年度に続き売上高・利

益ともに過去最高を更新しました。

　特に、各種ERP製品のサブスクリプションモデル

での提供が伸長し、サービス収入は2024年度比

14.7％増の211億円、ソフト使用料収入は同33.8

％増の101億円となりました。また、主力ERP製

品のサブスク契約社数は同52.9％増の約6,500社、

ARRは同48.0％増の56億円と大きく伸長しました。

サブスク化の進展により、ストック型収益基盤の拡

大が進み、収益の安定性が一層高まりました。

　利益面では、人件費の増加や成長投資に伴う費用

負担が継続したものの、増収効果により営業利益は

2024年度比6.2％増となりました。また、自己資本

比率は68.0％、ROEは17.3％となり、財務健全性

2024年度
（48期実績）

65,000

55,000

45,000

35,000

25,000

15,000

5,000

-5,000

（百万円）

2025年度
（49期実績）

2026年度
（50期計画）

2027年度
（51期計画）

2028年度
（52期計画）

と資本効率の両面で着実な進展が見られました。

　加えて、SaaS型ERP新製品「LucaTech GX Lite」

のリリースやシンガポールのクラウドERP企業

Synergix Technologies Pte Ltd.の連結子会社化

など、中長期的な成長の加速に向けた戦略投資も実

行しました。

　今後も、主力ERP 製品のサブスク化を継続推進し、

財務の健全性を維持しながら、人的資本への投資や

成長領域への戦略投資を通じて、持続的な企業価値

の向上を目指します。

43%
47% 48%

60%

■新規事業売上高
■グループ会社売上高
■MJS単体（契約系売上）
■MJS単体（サービス収入）

MJS単体サービス
収入比率

連結売上高

財務の健全性を堅持し、中長期的な企業価値の最大化に向け、
事業投資と株主還元を遂行します。

取締役常務執行役員
経営管理本部長
最高財務責任者
最高情報責任者

佐藤 順一

アウトプット／
中期経営計画
Vision2028

アウトカムビジネスモデルインプット

企業理念／サステナビリティ基本方針

32イントロダクション 価値創造ストーリー 経営資源の強化 コーポレート・ガバナンス 企業データ戦略



財務戦略

キャッシュ・アロケーション戦略

　MJSは、健全な財務基盤を維持しながら、2024～

2028年度の5年間で、400億円超のキャッシュ創

出を計画しています（当期純利益280億円超、減価

償却費※120億円超）。この資金を、事業投資と株主

還元に戦略的に配分することで、企業価値の最大化

を図ります。

　事業投資では、「LucaTech GX Lite」を中心とし

た製品開発や機能改良に100億円超、M&Aや新規

事業への投資に100億円程度を計画しています。こ

れらは、既存事業の競争力強化と新たな収益源の創

出を目的としたものであり、選択と集中による資源

配分を徹底しています。加えて、人材育成や働き方

改革など人的資本への投資も継続的に実施し、BPR

への投資も含めて、組織の生産性と柔軟性の向上に

取り組んでまいります。

　一方、株主還元については、配当と自己株式の取

得を組み合わせ、総額100億円規模での実施を計画

しています。配当性向は30～40％を基本方針とし、

安定的かつ継続的な利益還元を実施し、資本政策と

連動した柔軟な対応により、株主の皆さまとの信頼

関係を強化します。

　限られた資源を最適に活用し、事業成長と株主価

値の向上を両立することが、MJSのキャッシュ・ア

ロケーション戦略の根幹です。今後も、財務戦略と

事業戦略を連動させ、持続可能な企業価値の創出に

取り組んでまいります。

資本効率の向上と株主還元の充実

　MJSは、資本効率の向上を財務戦略の中核と捉え、

2028年度にROE18％超の達成を目指しています。

　この目標に向けて、主力ERP製品のサブスク化や

DXプラットフォーム事業の拡張に加え、2025年​

4月に開始した「MJS DXコンサルティング」の本格

展開を通じて、収益性と資本効率の両面での改善を

図っています。これらの取り組みは、既存顧客の

LTV向上と新たな収益源の創出を両立させるもの

であり、ROE向上に直結する施策と考えています。

　株主還元については、安定的かつ継続的に実施し

ています。2023年度には1株当たり50円、2024年

度には55円、2025年度には60円と3期連続で増

配を実施しました。さらに、2026年度には65円の

配当予想としており、利益成長に応じた着実な還元

強化を通じて、株主の皆さまとの信頼関係をより一

層深めていきます。加えて、自己株式取得について

も、資本効率向上と株主還元の重要な手段として位

置づけています。

2024～2028年度の5年間累計

●ROE（自己資本利益率） 18%超

●配当性向 30～40%

●株主資本 400億円超

2028年度目標キャッシュの創出

400億円超のキャッシュを創出

●当期純利益 280億円超
●減価償却費※ 120億円超
●その他
 政策保有株式の売却
 有利子負債の活用
 資本効率の最大化

事業投資

●新製品開発・機能改良
  100億円超
●M&A、事業投資
  100億円程度
●人材投資、BPR投資他

株主還元

●配当金
  100億円超
●資本政策の一環としての
  自己株式取得

キャッシュ・アロケーション戦略 ROE
（%）

16.2 16.6

15.6

17.3

13.9

2022 2023 2024 2025 2026（年度）
（計画）

25.0
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5.0

0

（円） (%)
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配当金・配当性向

（年度）2022 2023 2024 2025 2026
（予想）

50
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60
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35.7

35.3 37.6
33.2

40.5

配当金（左軸） 配当性向（右軸）
※現金支出を伴わない費用のため
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ステークホルダーエンゲージメント
私たちは、持続可能な成長と企業価値の向上を目指すうえで、
ステークホルダーの皆さまとの対話と協働を何よりも大切にしています。

●全国のミロク会計人会会員が一堂に会する「全国統一研修会 中部

大会」を、約1,000名規模で2026年11月開催予定。統一研修会

では、会計や経営支援に関する知見を共有する場として活発な意

見交換が行われています。

●従業員満足度調査や社内向けPodcast、ダイバーシティワークシ

ョップなどを会社・経営層と従業員との対話の場として設定して

おり、これらを通じて現場の意見や課題を継続的に収集していま

す。これにより、経営と現場の双方向の対話を促進し、従業員の

多様な視点を把握できる仕組みを整えています。

●こうした従業員の声も踏まえつつ、2026年4月1日に「人権方針」

および「DE&Iポリシー」を策定しました。加えて、階層別研修の

刷新やカフェテリアプランの導入など、人材育成や働き方に関す

る施策の見直しにも取り組んでいます。経営判断と従業員との対

話を組み合わせながら、組織文化の醸成と持続的な成長につなげ

ています。

●ミロク会計人会内に新たに設置された経営支援委員会での議論を

参考にして、「Hirameki 7」の「経営分析プラス」で「AIレポート」

機能が2025年5月に提供開始されました。こうした取り組みを

通じて、職業会計人による付加価値の高い経営支援の実現と、顧

問先企業の発展に貢献していきます。

対話の実績

会計事務所および中堅・中小企業のお客さまにERP製品や経営支援

ソリューションを提供し、お客さまの業務のDXや経営改革を支援

しています。

お客さまとのかかわり

対話の実績

一体感のある組織風土を醸成し、新しい価値を創造して事業を継続

的に成長させるため、人材力と組織力を最大化する人的資本経営を

推進しています。

従業員とのかかわり

従業員お客さま

▼ �ミロク会計人会の詳細はこちら

▼「Hirameki 7」の詳細はP.26

▼人的資本経営の詳細はP.37
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●機関投資家・証券会社のアナリスト向けの決算説明会を、本決算

および第2四半期決算発表後にオンラインで開催し、業績や「中

期経営計画Vision2028」の進捗状況を代表取締役社長らが説明

し、質疑応答も実施しました。

●国内外の機関投資家、証券会社のアナリスト等とのIR 個別面談

を2025年度は延べ51回開催いたしました。面談では、ビジネス

モデルや業績、「中期経営計画Vision2028」の進捗、生成AIへの

対応策、株主還元方針などについて対話しました。

●個人投資家向け会社説明会を2025年度は12月にオンラインで

開催し、約1,800名の投資家にご参加いただきました。代表取締

役社長が、ビジネスモデルや競争環境、株主還元方針などを説明

し、質疑応答も実施しました。

対話の実績

株主・投資家の皆さまとの建設的な対話を通じ、会社の持続的な成

長と中長期的な企業価値の向上を図っています。

対話において把握した株主・投資家の皆さまのご意見などを必要に

応じて経営会議や取締役会に適切に報告・共有することとしています。

株主・投資家の皆さまとのかかわり

●MJS製品・サービスだけではなく、アライアンス製品も含めてお

客さまに総合的なソリューションを提案することで、お客さまの

業務を最適化しIT化・DXを促進しています。

●PC・サーバー等については、半導体不足や値上げなどの影響を最

小限に抑えて価格競争力と即納体制を強化するため、取引先と連

携して在庫体制やサプライチェーンの高度化を図っています。

●これらの取り組みや、取引先との協働によるキャンペーンや販促

施策の展開を通じて、取引先とのパートナーシップのさらなる強

化を図るとともに、MJSのみならず取引先の企業価値向上と持続

的な事業成長を実現していきます。

対話の実績

PC・サーバーや事務機器の仕入れ販売、ERP製品と連携するアライ

アンス製品の提供を通じて、お客さまの業務全体を支えるソリュー

ションを構築しています。取引先の皆さまとのパートナーシップは、

MJSの事業展開に欠かせない要素です。

取引先の皆さまとのかかわり

ステークホルダーエンゲージメント

取引先の皆さま株主・投資家の皆さま
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ステークホルダーエンゲージメント

●MJSは「豊かな生活の実現」「文化活動への参加」「社会的人格の錬

成」という企業理念に基づき、様々な社会貢献活動に取り組んで

います。

対話の実績

文化活動や社会貢献活動をはじめとするCSR活動を通じて、地域社

会とのつながりを育んでいます。人と人とのつながりを大切にし、

社会に寄り添いながら、持続可能な未来の創造に貢献していきます。

地域社会の皆さまとのかかわり ●CSRパートナー契約を締結しているサッカーJ1リーグの東京ヴ

ェルディとともに、東京都社会福祉協議会（東京善意銀行）を通じ、

東京都内の福祉施設の利用者を東京ヴェルディのホームゲームへ

無料招待しています。2025シーズンは126名の福祉施設の利用

者とそのご家族等にスタジアムでの観戦を楽しんでいただきまし

た。また、東京ヴェルディのホームゲームにてイベント「MJS 

DAY」を開催し、お客さまおよび従業員を招待しています。

●この他にも、「JCカップ」への協賛や、「新宿シティハーフマラソ

ン・区民健康マラソン」などでは協賛するとともに従業員が参加で

きる機会を提供しています。

地域社会の皆さま

©TOKYO VERDY

アウトプット／
中期経営計画
Vision2028

アウトカムビジネスモデルインプット

企業理念／サステナビリティ基本方針

36イントロダクション 価値創造ストーリー 経営資源の強化 コーポレート・ガバナンス 企業データ戦略




